
過労死等の防止のための対策に関する大綱 （令和3年7月30日閣議決定） 

～過労死をゼロにし、健康で充実して働き続けることのできる社会へ～ 

「追加した項目」と「変更のポイント」 (抜粋)     ※厚生労働省の資料等から抜粋しました 

◎新たに追加した項目 

 第３ 国が取り組む重点対策 

  ２ 調査研究等 （４）過労死等防止対策支援ツールの開発等 

  ３ 啓発      （９）ウィズコロナ・ポストコロナの時代におけるテレワーク等の新しい働き方への対応 

  ４ 相談体制の整備等 （５）過労死の遺児のための相談対応 
 
◎変更のポイント 

◇課題と対策の方向性 

・新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、人手不足の状態となった医療現場や一部の職場で過重労

働が明らかとなるなど、新型コロナウイルス 感染症への対応や働き方の変化による過労死等の発生

防止が必要であること。 

・ウィズコロナ・ポストコロナの時代の新しい働き方であるテレワーク、副業・兼業、フリーランスについて

次のとおり取り組むほか、 調査研究等の対象とする こと。 

・テレワーク：労働者及び使用者が安心して取り組めるよう労務管理に関するルール等を明確化したガ

イドラインの周知、テレワークに対応した メンタルヘルス対策の手引きの作成等 を行う。 

・副業・兼業：労働者及び使用者が安心して取り組めるよう労働時間の通算管理ルール等を明確化した

ガイドラインの周知、一般健康診断等の健康確保に取り組む企業への 助成金等の支援 を行う。 

・フリーランス：労働関係法令の適用関係を明らかにした ガイドラインの周知を行う。 

・長時間労働の削減に向けた取組、過重労働による健康障害の防止対策、メンタルヘルス対策・ハラス

メント防止対策等の 過労死等防止対策について、更なる推進を図っていく こと。また、 国家公務員・

地方公務員の過労死等防止対策に関しても同様に取り組む こととすること。 

・職場におけるハラスメントに関する対策として、新たに職場におけるパワーハラスメント防止のための雇

用管理上の措置が事業主に対し義務付けられた。 

・労働組合は、相談体制の整備や組合員に対する周知・啓発、良好な職場の雰囲気作り等に取り組

み、組合員から相談があった場合には、迅速な対応をするように努める。 
 
◇対策の主な取組例 

・長時間労働の実態があり、勤務間 インターバル制度の導入 や メンタルヘルス対策 の取組が進んで

いない 中小規模の企業等に対する支援を行うこと。 

・調査 研究等には、 重点業種等に加え、 社会情勢の変化に応じた対象を追加 すること。また新型コ

ロナウイルス感染症の影響下における労働時間等の状況、テレワーク等のオンライン活用や先端技

術の進展に伴う影響等についても分析すること 。 

・調査研究等の成果を活用した、事業場における過労死等防止対策の チェックリスト等の開発等を行う

こと。 

・顧客や発注者からの取引上の都合により生じる長時間労働の削減のため、 Ｂ to ＢのほかＧ to Ｂにつ

いても、適正な納期・工期を設定 する等 商慣行改善に 向けた取組について周知や協力依頼 を行う

こと。 ※Ｂ to Ｂ：Business to Business：企業間取引  

 Ｇ to Ｂ：Government to Business、政府・自治体と企業との取引 

・過労死で親を亡くした遺児の抱える様々な苦しみを軽減するための 過労死遺児交流会を引き続き開

催 するとともに、 遺児の健全な成長をサポートするための相談対応を行うこと。 
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◇数値目標 

・数値目標については、現状及び過労死等防止対策推進協議会のご議論を踏まえて、所要の見直し

を行うこと。また、公務員についても目標の趣旨を踏まえて取り組むこととしたこと。 

 

◎過労死をゼロとすることを目指し、以下の数値目標を設定。公務員についても、目標の趣旨を踏ま

え、必要な取組を推進 ： ［新旧大綱比較］ 
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旧大綱(平成30年7月24日閣議決定) 

１ 週労働時間６０時間以上の雇用者の割合
を５％以下（令和２年まで） 【令和２年：５．１】 
なお、特に長時間労働が懸念される週労働
時間４０時間以上の雇用者の労働時間の実
情を踏まえつつ、この目標の達成に向けた
取組を推進する。 【令和２年：９．０】 

 
２ 労働者数３０人以上の企業のうち、 

（１）勤務間インターバル制度を知らなかっ
た企業割合を２０％未満 （令和２年まで）  
【令和２年：１０．７】 
（２）勤務間インターバル制度を導入してい
る企業割合を１０％以上 （令和２年まで） 
【令和２年：４．２】 

 
 
３ 年次有給休暇の取得率を７０ ％以上 

（令和２年まで）。【令和元年：５６．３】 
特に、年次有給休暇の取得日数が０日の
者の解消に向けた取組を推進する。 

 
４ メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業

場の割合を８０％以上 
（令和４年まで 【平成３０年：５９．２】 

 
５ 仕事上の不安、悩み又はストレスについ

て、職場に事業場外資源を含めた相談先
がある労働者の割合を９０ ％以上（令和４
年まで） 【平成３０年：７３．３】 

 
６ ストレスチェック結果を集団分析し、その

結果を活用した事業場の割合を６０ ％以
上（令和４年まで 【平成３０年：６３．７】 

新大綱(令和3年7月30日閣議決定) 

１ 週労働時間４０時間以上の雇用者のうち、 
週労働時間６０時間以上の雇用者の割合
を５％以下（令和７年まで） 

 
 
 
 
２ 労働者数 30 人以上の企業のうち、 

（１）勤務間インターバル制度を知らなかっ
た企業割合を５％未満 令和７年 まで） 
（２）勤務間インターバル制度を導入してい
る企業割合を15 ％以上 令和７年 まで） 
特に、勤務間インターバル制度の導入率
が低い中小企業への導入に向けた取組を
推進する。 

 
３ 年次有給休暇の取得率を 70 ％以上 

(令和７年まで） 
 
 
 
４ メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業

場の割合を８０％以上（令和４年まで） 
 
 
５ 仕事上の不安、悩み又はストレスについ

て、職場に事業場外資源を含めた相談先
がある労働者の割合を９０％以上（令和４
年まで 

 
６ ストレスチェック結果を集団分析し、その

結果を活用した事業場の割合を６０％以上
（令和４年まで） 

※数値目標の４～６については、第１４次労働災害防止計画において新たな数値目標が設定された

場合には、その目標の達成に向けた取組を推進。 

＊出典： 厚生労働省ホームページ 

 「過労死等の防止のための対策に関する大綱（令和３年７月３０日閣議決定）」 

 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_04739.html 
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